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証券コード　3739
平成30年６月11日

株　主　各　位
東京都千代田区神田駿河台三丁目２番地

コ ム シ ー ド 株 式 会 社
代表取締役社長 羽 成 正 己

第27回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、当社第27回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご出席く

ださいますようご通知申し上げます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することがで

きますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議

決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成30年６月25日（月

曜日）午後６時までに到着するようご返送くださいますようお願い申し上げま

す。

敬　具

記

１．日 時 平成30年６月26日（火曜日）　午前10時00分
（開場時間　午前９時30分）

２．場 所 東京都台東区秋葉原１番１号　秋葉原ビジネスセンター
コンベンションルームＡＰ秋葉原　５階会議室

（同じ会場ですが階数が昨年と異なっておりますので、末尾の「株主総

会会場ご案内図」をご参照くださいますようお願い申し上げます。）

３．目 的 事 項
報 告 事 項 第27期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）

事業報告及び計算書類報告の件
決 議 事 項

議 案 取締役４名選任の件

以　上

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご

提出くださいますようお願い申し上げます。

なお、株主総会参考書類並びに事業報告及び計算書類に修正が生じた場合

には、インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.commseed.net/）

に掲載させていただきます。
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（提供書面）

事　業　報　告

(平成29年４月１日から)平成30年３月31日まで

１．会社の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

当事業年度におけるわが国経済は、全体的に緩やかに回復基調ではあ

るものの、欧米の政策動向等を受けた海外経済の不確実性など、依然と

して先行きに対する不透明感が続いております。このような状況の中、

国内のモバイルゲームアプリの市場動向としては、スマートフォンの急

速な普及と若年層を中心とする利用時間の増加に支えられ、また、SNSの

普及とあわせて、10代から50代までの各世代でモバイルゲームを楽しむ

層が一定の割合で存在していること等から、今後も安定した成長が見込

まれます。(参考：「情報通信白書平成29年版」)

当社におきましては、引き続きスマートフォン向けコンテンツビジネ

スのさらなる成長及びシェアの拡大を図るべく、経営資源をモバイル事

業に集中し、既存サービスの拡充及び新規サービスの開発に注力してま

いりました。

売上高は、主力事業であるソーシャルゲームは堅調に推移しました。

さらに受託開発・運営業務も新規案件の獲得によって好調に推移しまし

たが、従量制アプリにおける配信本数削減等の影響をカバーするには至

らず、全体としては前事業年度をやや下回りました。

　利益面につきましては、版権料の契約見直し等によって売上原価が前

期比で抑制された一方、当期にスタートした新規ゲームアプリ2本の広告

宣伝費や人件費の増加等により、営業利益、経常利益はともに前事業年

度を下回ることとなりました。また、不採算事業の整理等による特別損

失を計上したことで、最終損益での黒字を達成するには至りませんでし

た。

以上の結果、当事業年度の売上高は1,514,092千円（前期比2.2％減）、

営業利益27,056千円（前期比39.4％減）、経常利益23,375千円（前期比

42.8％減）、当期純損失47,664千円（前期は当期純利益30,610千円）と

なりました。

－ 2 －

当事業年度の事業の状況



2018/05/29 15:06:53 / 17368366_コムシード株式会社_招集通知

なお、当社はモバイル事業の単一セグメントであるため、セグメント

ごとの記載はしておりませんが、事業におけるサービス分野別の主な取

り組みは、以下のとおりであります。

　ソーシャルゲームについては、主力サービスのバーチャルホール「グ

リパチ」が会員数400万人を突破するとともに過去最高のアクティブユー

ザー数を記録するなど堅調に推移しました。また、本年度に開始した「遥

かなる異郷グランヴィリア」については、広告宣伝等各種費用を当初よ

り投下してまいりましたが、売上が伸び悩んだため、早期にサービスを

終了させ経営資源を新規タイトル他の事業に集中させております。一方、

新規サービスとして、スマートフォンゲーム「I LOVE バーガー」の正式

サービスを９月に開始いたしました。こちらについては運営半年を経て、

当社アプリの中でも特に高い継続率を保持しておりますが、当期におい

ては拡大フェーズと位置づけ、当初運営においては慎重に投資を行った

ため、広告宣伝の本格化が第３四半期からとなっており、本格的な売上

寄与は翌年度を見込んでおります。以上の結果、ソーシャルゲーム全体

の売上は対前期比0.6％の減少となりました。

　従量制アプリについては、当期より方針を転換し、利益重視のタイト

ル選定と開発・運用を行ったことによりリリースタイトル自体が減少し

た影響で、売上高も前期と比べて減少しております。以上の結果、従量

制アプリは対前期比24.9%の減少となりました。

　その他、安定的な収益基盤の確保に向けた受託開発及び運営業務が、

新たな収益の柱として堅実な成長を見せております。以上の結果、受託

開発・BtoB事業に関しては売上高が対前期比27.4%の増加となりました。

－ 3 －

当事業年度の事業の状況



2018/05/29 15:06:53 / 17368366_コムシード株式会社_招集通知

②　設備投資の状況

当事業年度において実施した設備投資の総額は57,714千円であります。

その主なものは、ゲームパブリッシング事業及びスマートフォンネイテ

ィブアプリのソフトウエア開発費用であります。

③　資金調達の状況

当事業年度において金融機関から運転資金として総額115,000千円の資

金調達を行いました。

④　事業の譲渡、吸収分割又は新設分割の状況

該当事項はありません。

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

該当事項はありません。

⑥　吸収合併又は吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承

継の状況

該当事項はありません。

⑦　他の会社の株式その他の持分又は新株予約権等の取得又は処分の状況

該当事項はありません。

－ 4 －
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(2) 直前３事業年度の財産及び損益の状況

区　分
第 24 期

(平成27年３月期)
第 25 期

(平成28年３月期)
第 26 期

(平成29年３月期)

第 27 期
(当事業年度)

(平成30年３月期)

売 上 高 (千円) 1,212,462 1,203,520 1,547,936 1,514,092

経常利益又は経常損
失（△）

(千円) 93,873 42,998 40,898 23,375

当期純利益又は当期
純損失(△)

(千円) 109,081 △75,115 30,610 △47,664

１株当たり当期純利
益又は１株当たり当
期純損失（△）

(円) 23.19 △14.55 5.81 △8.40

総 資 産 (千円) 748,369 746,185 1,181,179 1,104,097

純 資 産 (千円) 392,393 524,027 703,790 706,978

（注）　１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失（△）は、期中平均発行済株式数

（自己株式数を除く）により算出しております。

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社の状況

当社の親会社は、Cykan Holdings Co.,Ltd.(韓国)であります。

　同社は、現在当社の株式3,035,212株（所有議決権比率52.90％）を保有

する当社の筆頭株主となっております。

　また、当社と同社の人的関係については、当社の取締役１名が同社の取

締役を兼任し、取引関係については、業務受託料の受取や転換社債型新株

予約権付社債の行使及び当該利息の支払いがあります。

　なお、この業務受託料については一般的な人件費負担を勘案して決定し

たものであり、転換社債型新株予約権付社債については、その発行条件が

当社株式の市場価格を勘案して合理的に決定しており、利率についても同

社にとって特に有利な条件に該当せず、当社の利益を害さないものと判断

しております。

②　子会社の状況

該当事項はありません。

－ 5 －
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(4) 対処すべき課題

スマートフォンゲーム市場においては、市場環境やユーザーの嗜好、ト

レンドなど急変する要素が多いことから、事業の継続性と成長のためには

新たな収益源の創出を継続的に行うことが必要です。そのためにまずは、

主力事業であるソーシャルゲーム「グリパチ」に加え、安定した収益が見

込める受託事業を軸に、収益基盤を維持してまいります。そのうえで、当

社が中長期的な成長を目指すには、「グリパチ」に続くコアタイトルの育

成と収益源の多様化が重要となるため、新規タイトルの育成、国内外ゲー

ムタイトルのパブリッシング展開及び非ゲーム領域とのコラボレーショ

ンへの挑戦等、新たな事業開拓を継続し、事業拡大を目指してまいりま

す。

当社は、株主の皆様への利益還元を経営上の重要課題と位置付けてお

り、剰余金配当については、業績や経営基盤の充実並びに将来の成長など

を総合的に勘案し、継続的に実施しなければならないとの基本認識でおり

ますが、前期に続き、繰越利益剰余金が欠損の状態となっております。こ

のため当期及び次期の株主配当につきましても、誠に遺憾ではございます

がその実施を見送らせていただくことといたしました。

今後につきましては業績回復に全社を挙げて取り組み、早期に配当原資

とすべき利益の計上を行えるよう、収益基盤の強化を図ってまいります。

株主の皆様には、何卒ご理解のうえ、引き続きご支援を賜りますようお願

い申し上げます。

－ 6 －
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(5) 主要な事業内容（平成30年３月31日現在）

事 業 内 容 主 要 サ ー ビ ス

モ バ イ ル 事 業
スマートフォンアプリの企画・開発・運営
ソーシャルゲームの企画・開発・運営
スマートフォンアプリ及びサイトの受託開発・運営

(6) 主要な営業所（平成30年３月31日現在）

本社（東京都千代田区）

(7) 使用人の状況（平成30年３月31日現在）

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

56（10）名 ２名増（４名増） 39歳 6年

（注）使用人は就業員数であり、嘱託社員、契約社員、派遣社員及びパートについては（　）

内に外数で記載しております。

(8) 主要な借入先及び借入額の状況（平成30年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株式会社商工組合中央金庫 75,130千円

株 式 会 社 り そ な 銀 行 39,996千円

西 武 信 用 金 庫 29,000千円

(9) その他株式会社の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。

－ 7 －
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２．株式の状況（平成30年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 22,000,000株

(2) 発行済株式の総数

（注）発行済株式の総数は、第３回無担保転換社債型新株予約権付社

債の行使により135,135株が増加しております。

5,737,264株

(3) 株主数 1,692名

(4) 大株主（上位10名）

順位 株 主 名 持 株 数 持株比率

1 Cykan Holdings Co.,Ltd. (韓国) 3,035,212株 52.90%

2 大江拓也 134,000株 2.33%

3 鍵谷文勇 80,400株 1.40%

4 中辻哲朗 75,000株 1.30%

5 羽成正己 64,800株 1.12%

6 コムシード従業員持株会 50,300株 0.87%

7 田川宗良 50,000株 0.87%

8 日本証券金融株式会社 42,100株 0.73%

9 松本崇 40,000株 0.69%

10 山田政史 39,700株 0.69%

（注）持株比率は、小数点第３位以下を切り捨てております。

３．新株予約権等の状況

(1)当事業年度の末日において、当社役員が保有している職務執行の対価と

して交付された新株予約権の状況

該当事項はありません。

(2)当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に交付した新株予約権の

状況

該当事項はありません。

－ 8 －
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(3)その他新株予約権等に関する重要事項

平成29年８月９日開催の取締役会決議に基づき発行した新株予約権

第６回新株予約権（業績条件付募集新株予約権）

新株予約権の総数 1,820個

新株予約権の目的となる

株式の種類及び数

当社普通株式182,000株

新株予約権の発行価額 600円

新株予約権の発行総額 1,092,000円

新株予約権の行使による

株式を発行する場合にお

いて増加する資本金及び

資本準備金の額

本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合におい

て増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第1項の規定に従

い算出される資本金等増加限度額の2分の1の金額とし（計算の

結果1円未満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額と

する。）、当該資本金等増加限度額から増加する資本金の額を

減じた額を増加する資本準備金の額とする。

新株予約権の行使期間 平成31年７月1日から平成36年８月30日まで

新株予約権の行使の条件 ①新株予約権者は平成31年３月期乃至平成33年３月期のいずれ

かの事業年度の当社の営業利益が下記の各号に掲げる各金額を

超過した場合、当該営業利益を達成した期の有価証券報告書の

提出日の翌月１日から、各新株予約権者に割り当てられた新株

予約権のうち当該各号に掲げる割合（以下、「行使可能割合」

という。）を限度として行使することができる。行使可能な本

新株予約権の数に１個未満の端数が生じる場合には、これを切

り捨てた数とする。

（a）営業利益が３億円を超過した場合：行使可能割合20％

（b）営業利益が４億円を超過した場合：行使可能割合50％

（c）営業利益が５億円を超過した場合：行使可能割合100％

②上記①の規定にかかわらず、平成31年３月期乃至平成33年３

月期のいずれかの事業年度において営業損失を計上した場合に

は、上記①に基づいて既に行使可能となっている新株予約権を

除き、それ以後、本新株予約権を行使することができない。

③新株予約権者は、新株予約権の権利行使時まで継続して、当

社または当社関係会社の取締役、監査役または従業員であるこ

とを要する。ただし、任期満了による退任、定年退職、その他

正当な理由があると取締役会が認めた場合は、この限りではな

い。

④新株予約権者の相続人による本新株予約権の行使は認めな

い。

⑤本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該

時点における発行可能株式総数を超過することとなるときは、

当該本新株予約権の行使を行うことはできない。

⑥各本新株予約権１個未満の行使を行うことはできない。

－ 9 －
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４．会社役員の状況

(1) 取締役及び監査役の状況（平成30年３月31日現在）

会社における地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 羽 成 正 己
ＣＴＯ 兼 開発本部長 兼 経営管
理部管掌

専 務 取 締 役 塚 原 謙 次
モバイルビジネス本部長 兼 経営
戦略室ゼネラルマネジャー

取 締 役 趙 　 容 晙

取 締 役 金 　 永 埈 Cykan Holdings Co.,Ltd.取締役

常 勤 監 査 役 飯 田 三 郎

監 査 役 岡 本 光 樹
岡本総合法律事務所　弁護士
東京都議会議員

監 査 役 谷 口 郁 夫

谷口パートナーズ国際会計・税務事
務所　パートナー公認会計士
ＧＭＯクリック証券株式会社社外
監査役

（注）１．監査役岡本光樹氏及び監査役谷口郁夫氏は社外監査役であります。

２．監査役岡本光樹氏は、弁護士の資格を持ち、企業法務に精通し、企業経営を統治す

る充分な見識を有しております。

３．監査役谷口郁夫氏は、公認会計士の資格を持ち、財務、会計に関する相当程度の知

見を有しております。

４．当社は、監査役谷口郁夫氏を株式会社名古屋証券取引所の定めに基づく独立役員と

して指定し、同取引所に届け出ております。

(2) 事業年度中に退任した取締役

氏　　　　名 退　任　日 退 任 事 由
退任時の地位・担当及び重要

な兼職状況

金　　道　慶 平成29年6月27日 任期満了 取　　締　　役

－ 10 －
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(3) 取締役及び監査役に支払った報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

2名
（－）

28,356千円
（－）

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

3
（2）

10,800
（4,800）

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

5
（2）

39,156
（4,800）

（注）１．取締役の支給額には使用人兼取締役の使用人分の給与は含まれておりません。

２．取締役のうち２名および平成29年6月27日開催の第26回定時株主総会終結の時をもっ

て退任した１名については、報酬を支払っておりません。

３．取締役の報酬限度額は、平成19年６月25日開催の第16回定時株主総会において年額１

億２千万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。

４．監査役の報酬限度額は、平成19年６月25日開催の第16回定時株主総会において年額２

千４百万円以内と決議いただいております。

５．当社は平成18年５月22日開催の取締役会において、平成18年６月30日をもって役員退

職慰労金制度を廃止することを決議し、平成18年６月27日開催の定時株主総会におい

て、同制度の廃止に伴う打ち切り支給を行うことを決議しております。従いまして、

廃止時における引当額は対象となる役員の退職まで据え置き、平成18年７月以降の新

たな引当は行っておりません。なお、平成27年３月31日現在の要支給額19,197千円で

あり、その内訳は取締役１名18,427千円、監査役１名770千円であります。

(4) 責任限定契約の内容の概要

　当社と各社外監査役は、会社法第427条第１項及び当社定款第38条第２項の

規定に基づき、会社法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結し

ております。その限度額は会社法第425条に定める額としております。

(5) 社外役員に関する事項

①　重要な兼職先と当社との関係

・監査役岡本光樹氏は、岡本総合法律事務所の弁護士を兼務しており、東

京都議会議員であります。なお、当社と兼職先との間には特別な関係は

ありません。

・監査役谷口郁夫氏は、谷口パートナーズ国際会計・税務事務所のパート

ナーを兼務しており、平成26年10月１日よりＧＭＯクリック証券株式会

社の社外監査役に就任しております。なお、当社と兼職先との間には特

別な関係はありません。

－ 11 －
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②　当事業年度における主な活動状況

活 動 状 況

監査役 岡 本 光 樹

当事業年度に開催された取締役会18回のうち14回に、監査役

会12回のうち11回に出席し、必要に応じて弁護士としての専

門的見地から、発言を行っております。

監査役 谷 口 郁 夫

当事業年度に開催された取締役会18回のうち17回に、監査役

会12回のうち12回に出席し、必要に応じて公認会計士として

の専門的見地から、発言を行っております。

③　当社において社外取締役を置くことが相当でない理由

当社は平成30年３月31日現在、役員７名、就業員数56名と会社規模が

小さく、取締役の業務執行の状況につきましては、少数の取締役が指揮・

監督を行い、経営全般に関する重要な意思決定をすることにより、全体

を監督しております。また当社は、ソーシャルゲーム及びスマートフォ

ン向けコンテンツビジネスを展開しており、その主力となる事業はパチ

ンコ・パチスロの実機シミュレーターアプリを核としていること、また、

新たに展開する事業においても、スマートフォンネイティブアプリに関

連する内容であることから、当社取締役は当社事業の現場に精通してい

ること、また関連分野における十分な経験と一定の知識を有することが

重視されます。

一方、当社は、現在の当社経営から独立性を有する方が取締役として

重要な意思決定に参加いただく必要があると考えております。よって、

社外取締役につきましても、上記の条件に基づいて候補者の選択を継続

して行っておりますが、現時点で当社を取り巻く事業環境における企業

経営への理解と知見を有し、これらの要件を満たす適任者の選定には至

っておりません。

　当社といたしましては、引き続き候補者の選定を行うとともに、現在

の経営戦略を踏まえ当社の企業価値向上に適う機関設計の在り方、取締

役会の役割と構成やコーポレート・ガバナンスの在り方について、継続

的に検討を重ねてゆく所存であります。

－ 12 －
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５．会計監査人の状況

(1) 名称　太陽有限責任監査法人

(2) 報酬等の額

支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 17,300千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の
合計額

17,300千円

（注）１．当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引

法に基づく監査の監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませ

んので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額にはこれらの合計額を記載してお

ります。

２．監査役会は、会計監査人と監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況について必要

な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をいたしまし

た。

(3) 非監査業務の内容

該当事項はありません。

(4) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任

に関する議案の内容を決定いたします。

また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目

に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、

会計監査人を解任いたします。

この場合、監査役会で選定された監査役は、解任後最初に招集される株

主総会において、会計監査人を解任した旨及びその理由を報告いたします。

(5) 責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。

－ 13 －

会計監査人の状況



2018/05/29 15:06:53 / 17368366_コムシード株式会社_招集通知

６．業務の適正を確保するための体制とその運用状況

(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概

要は以下のとおりであります。

①取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制

1)取締役及び従業員の職務の執行が、法令及び定款に適合し、かつ企業倫理

の遵守及び社会的責任を果たすためリスク管理委員会を設置し、関連社内

規程を整備するとともに、全役職員に周知徹底させる。

2)監査役は、取締役会及び社内の重要な会議に出席し、会社の決議事項のプ

ロセス・内容などが法令及び定款などに基づき、適合しているか確認す

る。

3)リスク管理委員会は、従業員が、法令、定款及び社内規程などに基づき適

正に職務を遂行しているかどうかを「内部監査規程」に基づき監査し、そ

の監査結果を代表取締役に報告する。代表取締役は、その内容を定期的に

取締役会に報告する。

4)当社は、法令上疑義のある行動等について従業員が直接情報提供を行う手

段として内部通報制度を設置、運営する。

②取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

1)取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理については、関連社内規程

を整備し、文書又は電磁的媒体により記録のうえ、適切に管理、保存す

る。

2)取締役及び監査役は、これらの情報を常時閲覧することができる。

③損失の危険の管理に関する規程その他の体制

1)取締役会は、取締役の中からリスク管理委員会の委員長を任命し、リスク

管理委員会により会社内におけるあらゆるリスクとその対策、組織体制、

責任、権限などを規定した関連社内規程を整備する。

2)リスク管理委員会は、各部門の業務に付随したあらゆるリスク及び組織横

断的なリスクに対応するため、各部門に対し、指導、助言を行う。

－ 14 －
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④取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

1)取締役は、責任と権限に関する事項を定めた「職務権限規程」及び「職務

権限表」に基づき、適正かつ効率的に職務を執行する。

2)取締役会は、原則として毎月１回開催し、重要事項の決定並びに取締役の

業務執行状況の監督などを行う。

3)取締役会は、将来の事業環境を踏まえ全役職員の共通目標となる中期経営

計画及び各年度予算を決定し、その進捗状況を適宜検証する。

4)担当取締役は、目標達成のために権限委譲を含めた効率的な業務運営の方

法を定め、定期的な進捗状況を取締役会に報告する。

⑤当社並びにその親会社及び子会社からなる企業集団における業務の適正を

確保するための体制

1)親会社と親会社以外の株主の利益が、実質的に相反するおそれのある親会

社との取引、親会社の利益と当社の利益が相反するおそれのある取引に当

っては、その都度取締役会に付議し慎重に審議のうえ、決定する。

2)リスク管理委員会は、当社及びグループ会社における内部統制の構築を目

指し、情報の共有化、指示・要請の伝達等が効率的に行われるシステムを

整備する。

⑥監査役がその職務を補助するべき補助者を置くことを求めた場合における

当該補助者に関する事項並びにその補助者の取締役からの独立性に関する

事項

1)監査役の監査業務を補助するために監査役により指名された補助者は、監

査役からの監査業務に係る命令に関して、取締役の指揮命令を受けないも

のとする。

2)監査役を補助すべき補助者の人事異動、人事評価、懲戒に関しては、監査

役会の事前の同意を得るものとする。

⑦取締役及び従業員が監査役に報告をするための体制

1)取締役及び従業員は、会社に著しい損害を与える事実が発生し、又は発生

するおそれがあるとき、あるいは、役職員による違法又は不正行為を発見

したときは、法令に従い、ただちに監査役会に報告する。

2)監査役は、必要がある場合には、稟議書その他社内の重要書類、資料など

を閲覧することができる。
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⑧その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

1)代表取締役は、役職員に対する監査役監査への理解及びその環境の整備に

努める。

2)監査役は、必要と認めた場合は、特定の事項について、内部監査責任者及

びその他の部署の監査役監査に対し協力を求めることができる。

3)監査役は、会計監査人との定期的な会合、会計監査人の往査などへの立ち

会いのほか、会計監査人に対し監査の実施経過について適宜報告を求める

など、緊密な連携を保ち、その監査役監査業務を実効的に行えるようにす

る。

(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

当社は、取締役会において決定した会社法第362条第４項第６号に定める

会社の業務の適正を図るための体制の整備に関する基本方針に基づき、当社

の内部統制システムの整備・運用状況について評価を実施し、本基本方針に

基づき内部統制システムが適切に整備運用されていることを確認いたして

おります。

コンプライアンスに係る教育については、役職員全員に基本的事項の再確

認や事例研究等の社内研修を実施することにより、法令及び定款の遵守並び

にコンプライアンス意識の向上に努めました。また、リスク管理規程に基づ

き、当社の企業経営に重大な影響を与えるリスクの選定と必要な対策につい

て必要な検討と内部通報制度の適正な運用を行っております。

７．会社の支配に関する基本方針

該当事項はありません。

８．剰余金の配当等の決定に関する方針

当社は株主の皆様への利益還元を重要な経営課題と認識しており、剰余金

の配当につきましては、業績や経営基盤の充実並びに将来の成長などを総合

的に勘案し、継続的に実施していくことを基本方針としています。

今後につきましても、この基本方針に基づきつつ、各期の業績等を勘案し

ながら、剰余金の配当について検討してまいります。
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貸　借　対　照　表
（平成30年３月31日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 渡 金

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

工 具 器 具 備 品

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

差 入 保 証 金

そ の 他

981,641

698,276

28,500

208,196

2,236

1,548

6,058

30,992

4,045

1,786

122,455

8,725

4,563

4,161

39,885

39,437

448

73,845

4,471

48,087

21,266

20

流 動 負 債 345,004

買 掛 金 158,332

短 期 借 入 金 81,500

1年内返済予定の長期借入金 39,324

未 払 金 21,538

未 払 費 用 7,147

未 払 法 人 税 等 5,553

未 払 消 費 税 等 3,867

前 受 金 20,262

預 り 金 6,107

事業整理損失引当金 1,370

固 定 負 債 52,114

長 期 借 入 金 23,302

退 職 給 付 引 当 金 9,615

役員退職慰労引当金 19,197

負 債 合 計 397,118

純 資 産 の 部

株 主 資 本 705,886

資 本 金 884,926

資 本 剰 余 金 316,035

資 本 準 備 金 316,035

利 益 剰 余 金 △495,074

その他利益剰余金 △495,074

繰 越 利 益 剰 余 金 △495,074

新 株 予 約 権 1,092

純 資 産 合 計 706,978

資 産 合 計 1,104,097 負 債 純 資 産 合 計 1,104,097

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(平成29年４月１日から)平成30年３月31日まで
（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 1,514,092

売 上 原 価 1,041,452

売 上 総 利 益 472,640

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 445,583

営 業 利 益 27,056

営 業 外 収 益

受 取 利 息 37

業 務 受 託 料 494

そ の 他 75 606

営 業 外 費 用

支 払 利 息 1,864

社 債 利 息 243

支 払 手 数 料 2,180 4,288

経 常 利 益 23,375

特 別 利 益

新 株 予 約 権 戻 入 益 240 240

特 別 損 失

減 損 損 失 67,552

事 業 整 理 引 当 金 繰 入 額 1,370 68,922

税 引 前 当 期 純 損 失 45,306

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 2,295

法 人 税 等 調 整 額 61 2,357

当 期 純 損 失 47,664

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

( 平成29年４月１日から )平成30年３月31日まで
（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

株 主 資 本
合 計資本準備金

資本剰余金
合 計

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰越利益
剰 余 金

平成29年４月１日期首残高 859,926 291,035 291,035 △447,410 △447,410 703,550

事業年度中の変動額

転換社債型新株予約権

付社債の転換
25,000 25,000 25,000 - 50,000

当期純損失（△） - △47,664 △47,664 △47,664

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
- - -

事業年度中の変動額合計 25,000 25,000 25,000 △47,664 △47,664 2,335

平成30年３月31日期末残高 884,926 316,035 316,035 △495,074 △495,074 705,886

新株予約権
純 資 産
合 計

平成29年４月１日期首残高 240 703,790

事業年度中の変動額

転換社債型新株予約権

付社債の転換
50,000

当期純損失（△） △47,664

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
852 852

事業年度中の変動額合計 852 3,187

平成30年３月31日期末残高 1,092 706,978

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

　たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）によっております。

・仕掛品　　　　　　　　　　　　個別法

・原材料及び貯蔵品　　　　　　　最終仕入原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産　　　　　　　　　　当社は定率法によっております。ただし、平成10年

４月１日以後に取得の建物（建物附属設備を除く）並

びに平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及

び構築物については、定額法によっております。

②　無形固定資産　　　　　　　　　定額法

ソフトウエア

自社利用のソフトウエアについては、社内におけ

る利用可能期間（２年～５年）に基づく定額法によ

っております。

(3) 引当金の計上基準

①　事業整理損失引当金　　　　　　　事業の整理に伴い、将来負担することとなる損失

に備えるため、当該見込額を計上しております。

②　退職給付引当金　　　　　　　　　当社は、給与制度の年俸制度移行により、平成21

年３月31日をもって退職金制度を廃止いたしました。

これに伴い、制度廃止時の退職金支給規程に基づく

自己都合による要支給額を計上しております。

　なお、当該退職金未払額は確定しておりますが、

従業員の退職時に支給するため、「退職給付制度間

の移行等の会計処理に関する実務上の取扱い（実務

対応報告第２号）」を適用し、引き続き「退職給付

引当金」として計上しております。
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③　役員退職慰労引当金　　　　　　　役員への退職慰労金の支出に備えるため、役員退

職慰労金支給規程に基づく当事業年度末要支給額を

計上しております。

　なお、当社は平成18年５月22日開催の取締役会に

おいて、平成18年６月30日をもって役員退職慰労金

制度を廃止することを決議し、平成18年６月27日開

催の定時株主総会において、同制度の廃止に伴う打

ち切り支給を行うことを決議しております。従いま

して、廃止時における引当額は対象となる役員の退

職まで据え置き、平成18年７月以降の新たな引当は

行っておりません。

(4) その他計算書類作成のための基本となる事項

消費税等の会計処理　　　　　　　税抜方式によっております。

（未適用の会計基準等）

･「従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱い」

（実務対応報告第36号　平成30年１月12日　企業会計基準委員会）

(1)概要

企業がその従業員等に対して権利確定条件が付されている新株予約権を付与する

場合に、当該新株予約権の付与に伴い当該従業員等が一定の額の金銭を企業に払い込

む取引について、必要と考えられる会計処理及び開示を明らかにすることを目的とし

て公表されました。

(2)適用予定日

平成31年３月期の期首から適用します。

(3)当該会計基準等の適用による影響

「従業員等に対して権利確定条件付き有償新株予約権を付与する取引に関する取扱

い」の適用による計算書類に与える影響額については、現時点で評価中であります。

･「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　平成30年２

月16日改正　企業会計基準委員会）

･「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成

30年２月16日最終改正　企業会計基準委員会）
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(1)概要

「税効果会計に係る会計基準の適用指針」等は、日本公認会計士協会における税効

果会計に関する実務指針を企業会計基準委員会に移管するに際して、基本的にその内

容を踏襲した上で、必要と考えられる以下の見直しが行われたものであります。

（会計処理の見直しを行った主な取扱い）

･個別財務諸表における子会社株式等に係る将来加算一時差異の取扱い

･（分類１）に該当する企業における繰延税金資産の回収可能性に関する取扱い

(2)適用予定日

平成31年３月期の期首から適用します。

(3)当該会計基準等の適用による影響

「税効果会計に係る会計基準の適用指針」等の適用による計算書類に与える影響額に

ついては、現時点で評価中であります。

･「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　平成30年３月30日　企業会計基

準委員会）

･「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号　平成30年３

月30日　企業会計基準委員会）

(1)概要

国際会計基準審議会（IASB）及び米国財務会計基準審議会（FASB）は、共同して収

益認識に関する包括的な会計基準の開発を行い、平成26年５月に「顧客との契約から

生じる収益」（IASBにおいてはIFRS第15号、FASBにおいてはTopic606）を公表してお

り、IFRS第15号は平成30年１月１日以後開始する事業年度から、Topic606は平成29年

12月15日より後に開始する事業年度から適用される状況を踏まえ、企業会計基準委員

会において、収益認識に関する包括的な会計基準が開発され、適用指針と合わせて公

表されたものです。

企業会計基準委員会の収益認識に関する会計基準の開発にあたっての基本的な方

針として、IFRS第15号と整合性を図る便益の１つである財務諸表間の比較可能性の観

点から、IFRS第15号の基本的な原則を取り入れることを出発点とし、会計基準を定め

ることとされ、また、これまで我が国で行われてきた実務等に配慮すべき項目がある

場合には、比較可能性を損なわせない範囲で代替的な取扱いを追加することとされて

おります。

(2)適用予定日

平成34年３月期の期首から適用します。
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(3)当該会計基準等の適用による影響

「収益認識に関する会計基準」等の適用による計算書類に与える影響額については、

現時点で評価中であります。

２．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

現金及び預金 15,000千円

②　担保に係る債務

短期借入金 52,500千円

１年内返済予定の長期借入金 19,320千円

長期借入金 3,310千円

計 75,130千円

上記のほか、資金決済に関する法律に基づく発行保証金として、現金及び預金20,000千円を

供託しております。

また、当該発行保証金については、金融機関との間で資金決済に関する法律に基づく発行保

証金保全契約を締結しております。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 48,052千円

(3) 期日満期手形

期日満期手形の会計処理は、手形交換日をもって処理しております。

当事業年度末日が金融機関休業日のため次の期末日満期手形が期末残高に含まれており

ます。

受取手形　　　　　　　　　　5,000千円

(4) 当座貸越契約

当社は、運転資金の効率的な調達を行うため、株式会社りそな銀行と当座貸越契約を締

結しております。この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりでありま

す。

当座貸越極度額 50,000千円

借入実行残高 ― 千円

50,000千円

(4) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債務 534千円
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３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引以外の取引による取引高 738千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 5,602,129株 135,135株 ― 株 5,737,264株

（注）当事業年度の増加は、第３回無担保転換社債型新株予約権付社債の行使135,135株によ

るものであります。

(2) 自己株式の数に関する事項

該当事項はありません。

(3) 当事業年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目

的となる株式の種類及び数

普通株式　　　　　182,000株

５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

　繰延税金資産

　無形固定資産償却超過額 135,118千円

　保証金償却 1,592千円

　減損損失 1,653千円

　事業整理損失引当金 419千円

　未払事業税 1,350千円

　退職給付引当金 2,944千円

　役員退職慰労引当金 5,878千円

　繰越欠損金 109,250千円

　その他 373千円

繰延税金資産小計 258,579千円

評価性引当額 △206,446千円

繰延税金資産合計 52,132千円
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６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については事

業計画に照らして、銀行借入や増資等により資金を調達しております。

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクを有しており、当該リスク

については取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに販売管理規程に沿ってリ

スクの低減を図っております。

営業債務である買掛金及び未払金は、そのほとんどが1年以内の支払期日のものです。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

平成30年３月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額

については、次のとおりであります。

(単位：千円)

貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1)現金及び預金 698,276 698,276 ―

(2)受取手形 28,500 28,500 ―

(3)売掛金 208,196 208,196 ―

資産計 934,972 934,972 ―

(1)買掛金 158,332 158,332 ―

(2)短期借入金 81,500 81,500 ―

(3)未払金 21,538 21,538 ―

(4)長期借入金(*) 62,626 62,448 △177

負債計 323,997 323,819 △177

(*)１年内返済予定の長期借入金を含んでおります。

（注１）金融商品の時価の算定方法

資産

(1)現金及び預金、(2)受取手形、(3)売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似してい

ることから、当該帳簿価額によっております。

負債

(1)買掛金、(2)短期借入金、(3)未払金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似してい

ることから、当該帳簿価額によっております。

(4)長期借入金

固定金利であるため、時価は元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合

に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。
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（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区分 貸借対照表計上額（千円）

差入保証金 21,266

差入保証金は本社の賃貸借契約に伴う敷金であります。時価については、将

来の発生が予想される原状回復費見込額を控除したものに対し、賃貸借契約の

終了期間を考慮した敷金の返還予定時期に基づき、合理的な利率で割り引いた

現在価値を算定しておりましたが、当初予想した賃貸借契約の終了期間を経過

し、今後も賃貸借期間は事前に契約終了の意思表示をする場合を除き自動継続

することから、合理的に返還予定時期を見積もることが極めて困難なため、時

価開示の対象としておりません。

７．関連当事者との取引に関する注記

(1) 親会社及び法人主要株主等

種 類 会 社 等 の 名 称
議決権等の所有（被所

有）割合

関 連 当 事 者

と の 関 係
取 引 の 内 容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

親会社

Cykan 

Holdings 

Co.,Ltd.

（韓国）

被所有52.90％

役員の

兼任

資金の

援助

会計監査に関

連する業務の

受託（注２）

494
その他流

動資産
　　534

転換社債型新

株予約権付社

債の利払い

243 　　─ 　　─

転換社債型新

株予約権付社

債の行使

（注３）

50,000 　　─ 　　─

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１．取引金額には消費税等は含まれておりません。

２．取引金額は、一般的な人件費負担を勘案し、価格交渉の上、決定しております。

３．転換社債型新株予約権付社債の発行条件は、当社株式の市場価格を勘案して合理

的に決定しております。

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 123円04銭

(2) １株当たり当期純損失 8円40銭

９．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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10．その他の注記

減損損失関係

当事業年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

（単位：千円）

場所 用途 種類 減損損失

東京都千代田区
ソーシャルゲーム運営

関連設備等

ソフトウエア 62,152

長期前払費用 5,399

計 67,552

当社は、キャッシュ・フローを生み出す最小単位として資産用途により、事業用資産に

ついては主に事業区分ごとの部門単位に資産のグルーピングを行っております。

ソーシャルゲーム及びスマートフォン向けアプリサービスの一部サービスにおいて、当

初予定していた計画との乖離が発生した各資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで

減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上いたしました。

なお、回収可能価額は使用価値により算定しておりますが、将来キャッシュ・フローが

マイナスになる見込みとなったため、回収可能価額を零として評価しております。

資産除去債務関係

当社は、本社オフィスの不動産賃借契約に基づき、オフィスの退去時における原状回復

に係る債務を有しております。当該賃借建物に係る有形固定資産に関連する資産除去債務

については、資産除去債務の負債計上に代えて、当該敷金の回収が最終的に見込めないと

認められる金額を合理的に見積り、そのうち当期の負担に属する金額を費用に計上する方

法によっております。

－ 27 －

個別注記表
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計算書類に係る会計監査報告

独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

平成30年５月18日

コムシード株式会社

取締役会　御中

太 陽 有 限 責 任 監 査 法 人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 柏　木　　　忠 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 山　上　友一郎 

当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、コムシード株

式会社の平成29年4月1日から平成30年3月31日までの第27期事業年度の計

算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び

個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示する

ことにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書

類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判

断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立

場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにあ

る。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基

準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びそ

の附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を

得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求め

ている。

－ 28 －

計算書類に係る会計監査報告
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監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について

監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の

判断により、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚

偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内

部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人

は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する

ために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部

統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適

用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手し

たと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及

びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定に

より記載すべき利害関係はない。

以　上

－ 29 －

計算書類に係る会計監査報告
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書

当監査役会は、平成29年4月1日から平成30年3月31日までの第27期事業年度

の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、

審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

（1）監査役会は、監査の方針並びに、監査計画等を定め、各監査役から監

査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監

査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を

求めました。

（2）各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、監査計画等に従い、取締

役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監

査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他の重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその

職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要

な決裁書類等を閲覧し、本社において業務及び財産の状況を調査いた

しました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適

合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確

保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第1項及び第3

項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に

基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及

び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受

け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第5号イの留意し

た事項及び同号ロの判断及び理由については、取締役会その他におけ

る審議の状況等を踏まえ、その内容について検討を加えました。

④会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している

かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況

について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監

査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」

（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管

理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備してい

る旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

－ 30 －

監査役会の監査報告
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以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細

書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個

別注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

２．監査の結果

（1）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を

正しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び

取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

④事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をす

るに当たり当社の利益を害さないように留意した事項及び当該取引

が当社の利益を害さないかどうかについての取締役会の判断及びそ

の理由について、指摘すべき事項は認められません。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

以　上

平成30年５月23日

コムシード株式会社　監査役会

常勤監査役 飯田三郎 ㊞
社外監査役 岡本光樹 ㊞
社外監査役 谷口郁夫 ㊞

以　上

－ 31 －
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株主総会参考書類

議案　取締役４名選任の件

取締役全員（４名）は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、

取締役４名の選任をお願いするものであります。

取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の株式の数

１

は

羽
なり

成
まさ

正
み

己

(昭和38年11月27日生)

昭和60年５月　株式会社日本テレネット入社

平成６年６月　マイクロワールド株式会社(現当社)

取締役（非常勤）

平成７年６月　株式会社日本テレネット　常務取締

役

平成15年５月　当社専務取締役コンテンツサービス

部長

平成19年４月　当社専務取締役ＣＴＯ兼テクニカル

センター長

平成19年７月　当社専務取締役ＣＴＯ　総務人事部

管掌兼テクニカルセンター管掌兼テ

クニカルセンター長

平成20年11月　当社専務取締役ＣＴＯ　経営管理部

管掌

平成24年11月　当社代表取締役社長ＣＴＯ　経営管

理部管掌

平成28年6月　当社代表取締役社長ＣＴＯ 兼 開発

本部長 兼 経営管理部管掌（現任）

64,800株

（取締役候補者とした理由）

羽成正己氏は当社創立メンバーの一人であり、長年にわたり当社の技術部門を率いて

数々のサービスを世に送り出してきた実績があります。また、技術部門のみならず、経

営への高い見識を有していること、当社事業に深く精通していること等を勘案し、引き

続き取締役候補者として選任をお願いするものであります。

－ 32 －

議案
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候補者
番号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の株式の数

２

つか

塚
はら

原
けん

謙
じ

次

(昭和50年２月１日生)

平成９年４月　株式会社学生援護会入社

平成13年９月　株式会社アイエスイー入社

平成14年10月　株式会社ネプロジャパン入社

平成16年４月　株式会社ネプロアイティ入社

平成18年５月　当社セールス＆マーケティングデビ

ジョンメディアグループ　リーダー

平成19年４月　当社モバイル事業本部　マネジャー

平成20年11月　当社モバイルビジネス本部 ゼネラ

ルマネジャー

平成24年12月　当社執行役員 モバイルビジネス本

部長 兼 経営戦略室ゼネラルマネジ

ャー

平成25年６月　当社専務取締役 兼 モバイルビジネ

ス本部長 兼 経営戦略室ゼネラルマ

ネジャー（現任）

7,600株

（取締役候補者とした理由）

塚原謙次氏は、当社モバイルビジネス部門おいて要職を歴任するとともに、業界の動向

や事業戦略に関する高い見識を有しております。その知見は当社成長戦略の推進に適

任であると判断し、引き続き取締役候補者として選任をお願いするものであります。

３

ちょー

趙
 

　
よん

容
じゅん

晙

(昭和40年10月７日生)

平成12年２月　D－Gate株式会社入社 財務担当取締

役

平成20年８月　Cykan Holdings Co.,Ltd.入社

常務兼海外戦略事業部総括役

平成21年６月　当社取締役（現任）

平成26年５月　株式会社サイカン　取締役

平成29年11月　Cykan Holdings Co.,Ltd.専務兼海

外戦略事業部総括役(現任）

─株

（取締役候補者とした理由）

趙容晙氏は、親会社Cykan Holdings Co.,Ltd.において財務担当の要職にあります。当

社の財務状況に関する適切な助言・監督を行うなど、当社がグローバル企業として発展

するために必要な人材であることから、引き続き取締役候補者として選任をお願いする

ものであります。

－ 33 －
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候補者
番号

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位及び担当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の株式の数

４

きむ

金
 

　
よん

永
じゅん

埈

(昭和61年2月10日生)

平成17年11月　Cykan Holdings Co.,Ltd. 取締役

（現任）

平成26年４月　Cykan Co.,Ltd.入社 経営改善室長

（現任）

　　　　　　　CNN Invest Co.,Ltd. 取締役

（現任）

 平成29年６月　当社取締役（現任）

（重要な兼職の状況）

Cykan Holdings Co.,Ltd.取締役

─株

（取締役候補者とした理由）

金永埈氏は、親会社Cykan Holdings Co.,Ltd.の取締役を兼任しており、韓国のゲーム

業界の事情に精通していること、同業界内でのネットワークが当社経営に活かせると判

断できること等から、引き続き取締役候補者として選任をお願いするものであります。

 (注) １．各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２．取締役候補者に社外取締役の選任を上程しておりません。当該理由につきましては本

招集通知「４．会社役員の状況（５）社外役員に関する事項③当社において社外取締

役を置くことが相当でない理由」に記載のとおりであります。

以　上

－ 34 －
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株主総会会場ご案内図
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